


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１） 総務省の人口推計（月報） によると、平成 21年４月１
日現在の国内総人口に占める 75歳以上の高齢者の割合
は 10.６%となり、平成 19年に 10.０%になった以後、
増加をし続けている。
２） わが国のサービス提供においては、その多くが、サービ
スを必要とする者が、自ら関係機関に連絡・相談を行っ
てはじめてサービス利用への一連の行為が始まる。この
ため積極的に相談しない者の姿やニーズが見えにくく、
潜在化し、要援護者を発見しにくい。
３） ノーマライゼーション理念に基づく暮らしであり、わが
国においては憲法 13条（個人の尊重）・憲法 25条（国
民の生存権、国の保障義務）の体現である。
４） ニーズの早期発見・早期支援などのための一連の仕組み
であり、８つの機能を組み込んだ地域ケアを総合的・包
括的・継続的に行っていくためのシステムである。
５） 高齢協ニュース・2009年３月号」より（発行 :日本高
齢者生活協同組合連合会）
６） 市町村社会福祉協議会が、地域組織化活動として取り組
んできたものである。小学校区程度を範囲として、その
地域の福祉・保健・教育などの住民団体（民生委員・児
童委員・老人クラブ・障害者団体・母親クラブ・保健委
員。栄養委員・子ども会・ボランティア団体など）や地
域組織（自治会・青年団・消防団など）を構成員として、
その地域の福祉課題・問題やその解決方法、地域づくり
などについて話し合い、住民自身が運営し、主体となっ
て具体的な事業や活動に取り組んでいく「地区組織」の
ことである。
７） 個別の事例について、その支援方針や方法について、福祉・
保健・医療などの専門職が集まり、検討協議していく会
議のことである。必要に応じて、民生委員・児童委員の
参加を得る場合もある。
８） 地域福祉推進の７つの課題は、①「ニーズの早期発見
への課題」②「ニーズの早期対応（支援）への課題」③「ネッ
トワークづくりへの課題」④「援助困難ケースの検討お
よび対応への課題」⑤「社会資源の活用・改良・開発へ
の課題」⑥「活動評価への課題」⑦「福祉教育推進の課題」
である。
９） 専門職には、Heart（優しい心）、Head（理論）、Hand（援
助技術）、Human Relations（人間関係）、Health（健康）
という ５つの Hが必要とされる。
10） 虐待や不良債権問題等、支援が非常に困難な事例に対し、
現場の専門職と弁護士や精神科医などさらに専門分野の
者とが連繋していく会議である。
11） 岡山県においては、岡山県保健福祉部長寿社会対策課と
弁護士の会である NPO法人リーガルエイドが連繋して
こうした活動に取り組むこととした。
12） 筆者が、これまで実際に地域包括ケアシステムの中で取
り組んでみて、地域包括支援センターの職員の専門性の
高まりに手応えを感じている。さらに、こうした積み重
ねの中で、コンサルテーターとして参加している弁護士
さえもが、「学びが多い」と述べている。
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